






















































































研修報告書                    令和 8 年 4 月 17 日 

 
 

会 派 創風すずらん 氏 名 押田 慶一

 
日 時 令和７年 9 月 30 日

 
場 所 東京会場（リファレンス西新宿大京ビル）

 

研修名

・ライドシェアと自動運転の基礎と課題 
・交通崩壊の解決策としての地域公共交通への投資 
◎講師 井原 雄人 
   早稲田大学スマート社会技術融合研究機構 電動車両研究所 
    研究院客員准教授

 

成果/感想

【成果】 
★ライドシェアと自動運転の基礎と課題 
 ◎日本版ライドシェア（自家用車活用事業）…タクシー事業者が、運転手の

雇用・教育、運行管理、車両整備・事故対応などをおこない、アプリ配
車、事前確定運賃（タクシーと同額）などの制度である。 

 ◎公共ライドシェア（自家用有償旅客運送）…過疎地域や福祉といった地域
住民の生活維持に必要な輸送がバス・タクシーにより提供されない場合
に、市町村や NPO 等が自家用車を用いて有償で運送できる制度を創設。 

    ⇒課題…路線バスの撤退による公共交通空白地域の拡大により、団体
数・車両数ともに増加したが、撤退した路線の代替であるため、利
用者数は少なく、収支率は低い（市町村からの補填の割合が大きい）。 

◎変動迎車料金…閑散時間帯には迎車料金を割引（最小０円）に設定して利 
   用を促進。混雑時間帯には割高に設定し（最大＋500 円）に設定して優

先的に配車。 
 ◎ダイナミックプライシング…GPS を活用したソフトメーターで走行距離

を推定。配車アプリによる事前確定運賃を需要に応じて変動。 
 ◎デマンド運行のパターン 
  ①迂回ルート型…定時定路線の運行に加えデマンド時のみ迂回して運行。 
   ⇒デマンドをしたい人は最寄りで乗車でき利便性は向上するが、元々乗

っていた人には余計に時間がかかり定時性が失われる。 
  ②地域お迎え型…地域内をデマンドで周回し利用の多い目的地へ運行。 
   ⇒利用の多い場所が限られていれば、地域内のみデマンドで運行し、目

的地への到着は定時運行できる。 
  ③逆デマンド…地域内で同じ場所へ移動したい同乗者を募集。 
   ⇒自分のために迎えに来てもらう（＝デマンド）より、移動する人がい

る場合に「ついで」に同乗させてもらう。 



   ④区域運行型…決められた区域の停留所をデマンドに応じて運行。 
   ⇒区域内に限れば一般のタクシーと同様の利便性を提供できるが、需要

の異なる運行となるため相乗は減少する。 
 ◎自動運転を構成する要素 
   周辺の道路・車両や GPS などからデータ取得⇒車両位置を特定するセ 

ンシング技術⇒取得された情報を活用した車両制御 
※16ｍ/秒で移動する車両を数 cm 単位で安全に制御する技術が必要 

 ◎自動運転の技術レベル 
  レベル０…人が全ての運転を実施。 
  レベル１…システムがアクセル・ブレーキまたはハンドルのどちらかの制

御を限定領域において実施。 
  レベル２…システムがアクセル・ブレーキおよびハンドルの制御を限定領

域において実施 
  レベル３…システムが全ての運転を限定領域において実施。作動継続が困

難な場合は、人がシステムの介入要求等に応答（システム⇒人
に要求）⇒条件付自動運転車（限定領域） 

  レベル４…特定の走行環境条件において、システムが全ての運転を実施⇒
自動運転車（限定領域） 

  レベル５…システムが全ての運転および作動継続が困難な場合への応答を
無制限に実施⇒完全自動運転車 

 ◎自動運転の意義 
  ・産業競争力の向上…自動車産業の国際競争力強化／新たな関連産業（セ 

ンシングや通信技術）の創出／運輸・物流業の効率化。 
  ・安全な道路交通…交通事故の削減／交通渋滞の緩和／環境負荷の低減。 
  ・快適に移動できる社会…運転の快適性の向上／労働力不足への対応。 
 ◎自動運転社会実装推進事業の実態…多くの地域で実証実験がされた一方

で、社会実装に繋がる取り組みとはなっていない。 
  ・走行距離の多くは路線を模擬したものでなく（自動運転に都合のよい）   

一部分でしかない。 
  ・現状のバス路線を代替を予定しているものは少ない。 
  ・車両１台あたりのコストは１億円を超え、既存のディーゼルバスの５倍

程度（人件費に充当した方が効率的）。 
  ・事業費の多くを国補助に頼っており持続可能でない。 
 ◎自動運転は地域に必要なものなのかを考えて取り組む（選ぶ）ことが重要 
  ・技術実証…開発されたシステムが技術的に作動するかの実証／必ずしも

地域に必要な技術とは限らない⇒どんな条件でもいいので自動運転で
きればいい。 

  ・社会実証…開発されたシステムが社会の中で使えるかの実証／短期間の
実証では使い続けられるか分からない⇒乗客を乗せて既存のダイヤ通
り自動運転で走る。 



   ・社会実装…開発されたシステムが社会の中で使い続けられるか＝実装／
コスト・安全性などを含めて、地域が受容できるものとなる⇒制限な
く有人運転の車両を完全に代替できる自動運転。 

 
【感想】 
 ◎日本版ライドシェアはタクシーの不足する地域・時間帯に限定するので、

需要に応じて事業者がコントロールするので供給とのバランスがとれる
ので良いのではないかと思う。また、2024 年には供給台数・時間帯の拡
充が図られ利用者にとって利便性が良くなるのでなお良いと思う。 

 ◎公共ライドシェアは、過疎地域や福祉といった地域住民の生活維持に必要
な輸送がバス・タクシーにより提供されない場合に、市町村や NPO 等
が自家用車を用いて有償で運送できる制度である。しかし、もともと公
共交通空白地帯の代替路線として運用しているので、利用率も低く収支
率も悪いので継続性が不安となる。 

 ◎自動運転は各地域で実証実験が行われているが、走行距離の多くはバス路 
線を模擬したものではなく（自動運転に都合のよい）一部分でしかな 
い。また、事業費の多くは国補助に頼っており、コスト面でも厳く、実
装にはほど遠いと思う。 

 
 
★交通崩壊の解決策としての地域公共交通への投資 
 ◎目に見える崩壊は始まっている。 
  ・コロナで大幅な利用減、回復しきらない需要。 
  ・赤字だった交通事業者にとっては、各種補助金をもらっても車両を維持

し続けることすら困難。 
  ・従来から運転手不足に加えて、需要の増加する貨物輸送に人材の流出。 
  ・さらに、2024 年問題（労働時間の制限）により、お金（補助）・車両があ

っても運行することができない。 
  ⇒当たり前だと思っていた地域の足が突然消滅。 
 ◎目に見えない崩壊も始まっている 
  ・地域の大手バス事業者でも、これまで内部補助で支えられていた不採算

路線の撤退。 
  ・これまでの補助対象となっていなかった自主運行路線こそ危険。 
  ・大手私鉄においても、需要が戻らないことを前提としたダイヤ改正を実

施。 
  ・従来通りの赤字補填や利用促進だけでのり越えることは困難。 
  ⇒国・自治体からの継続的・大規模な支援や関わり方見直しが不可欠。 
 ◎公共交通維持のための３つのシフト…交通事業者はピーク時の需要に合わ 
   せて、車両・運転手を確保することが求められる。 
  ①テレワークなどへのシフトによりピーク量を減らす。 



   ②時間帯別運賃や定額運賃などによる利用時間のシフト。 
  ③混雑情報の活用により他の需要（飲食店等）へのシフト。 
  ⇒休止・減便による赤字低減でなく需要の平準化による輸送資源の再配分。 
 ◎事業継続に関わる広域支援について。 
  ・地域鉄道への支援…沿線協議会を活用して、市町村を渡る地域鉄道には

協調補助を行い、バス・タクシーに対しても市町村ごとに支援を実施。 
  ・幹線バスへの支援…従来連携した取り組みは実施していなかった沿線の

３町が、地域間幹線として運行するバス事業者に対して走行距離に応
じて支援を実施。 

 ◎事業の結果のどの部分に価値を置くか。 
  ・公共交通の利用促進を目的に市内を運行する電車・バスを無料にする。 

⇒従来比３－１２倍と利用は劇的に増加（効果は実施当日だけ）。 
⇒普段は公共交通を利用しない人も利用する。 

   ・普段乗らない人が利用することには価値がある。 
   ・さらに必要なのは利用し続けてくれる人。 
    ⇒10 倍増えた利用者の１％が定着すれば、利用者は実質１.１倍。 
     100 人→10 倍→1000 人／増えた 900 人の 1％＝9 人／これから利用

してくれる人は 109 人 
 ◎乗車単位でのきっかけ作り。 
  ・お当番制…いつもは車で移動しているけど、お当番（半年１回）なので

今日はバスに乗る、乗ってみたら意外に使えるかも⇒不便を少しずつ
分かち合う我慢は最小限！ 

  ・お声がけ…一緒にバスに乗って買い物に行きませんか、自分が乗ってい
いのか分からないという人に積極的にお声がけ⇒誰でも乗っていいの
だと知ってもらう！ 

 ◎目先のお得と未来のお徳 
  ・お得…公共交通を利用した方が「お得」になることを示して、利用者の

行動を「誘因」する利用促進⇒公共交通を利用してお買い物に行くと
割引が受けられる。 

    ※お得な「誘因」の効果はすぐに出るが思っているより増えないこと
が多い。 

  ・お徳…公共交通を利用することが「徳が高い」（良いこと）ことであるこ 
とを伝え、利用者の行動を「変容」させる利用促進⇒バスの乗り方教室 
を通して公共交通の大切さを学ぶ。 
※お徳による「変容」は望ましいが「定着」するには時間がかかる。 

 ◎地域公共交通の再構築（リ・デザイン）。 
  ・自動運転や MaaS などのデジタル技術の実装やデータの活用による「交

通ＤＸ」。 
  ・車両電動化や再エネの地産地消を含めたエネルギーマネージメントによ

る「交通ＧＸ」。 



 ・今ある公共交通の利便性・生産性を高める技術。 
  ・多様な立場の参画により公共交通の持続性を高める仕組み「３つの共創」。 
    ①官民の共創…エリア一括協定運行事業／鉄道・バスの公設民営や上

下分離 等。 
    ②事業者間の共創…独禁法適用除外による共同経営／MaaS を活用し

た交通モードを越えたサービスの提供 等。 
    ③他分野との共創…地域経営における住宅・教育・農業・医療・介護・

エネルギー等との事業連携や地域経済循環。 
 ◎公的投資による利用増へのアプローチ…維持のための縮小均衡から積極的 

投資による公共交通の利用増。 
  ・サービスの向上…路線・便数増。 
   ①束ねて減らすではなく、増やして配分する 
   ②人員確保を含めた投資が必要 
   ③利用増だけでなく定住増の価値を認識 
  ・利便性の向上…定時性・速達性。 
   ①バスレーンなどの道路環境の改善 
   ②ダイヤ改善やキャッシュレス利用による根本的な向上 
   ③バスロケなどによる解決はしないけれど納得感の向上 
  ・インセンティブの向上…政策的な割引。 
   ①運賃の一定割合を負担（１割引きでは意味がない） 
   ②通学定期や障がい者割引を公的負担 
   ③利用しない人にとっての価値を可視化 
  ・認知の向上…広報・利用案内。 
   ①今、知らない人に知ってもらう（広報） 
   ②今、使っている人が安心して使える（利用案内） 
   ③交通事業者の枠をこえて自治体が主体的に行なえる 
 
【感想】 
 ◎地域公共交通は人手不足や燃料高騰により、従来の路線でさえ維持するの

が難しくなってきており、不採算路線は撤退も余儀なくされているが、
現状を見るとやむを得ないと思う。 

 ◎今後、交通事業者はピーク時の需要に合わせて、車両・運転手を確保す 
ることが求められ、バス・タクシーにおいては広域連携も視野にいれて 
いかなければ住民の足を確保することは難しくなるのでは。 

 ◎多様な立場の参画により公共交通の持続性を高める仕組み「３つの共創」
は、実現できれば効果が上がると思うがハードルは高いと思う。 

 ◎投資による公共交通の利用増は、現実的ではないと思う。人口減少、高齢
化社会では自治体の収支も厳しくなり、公共交通事業に割ける経費は限
られてしまうので。








































